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面）の認定が問題となることが多い。本稿では、2012 年 7 月に広島市内で発
生した交通死傷事犯を例に、この問題を考えることにしたい。
　事案は、以下のようなものである。被告人 X が免許取消期間中に、制限速










1）　広島高判平成 26 年 5 月 27 日（判例集未登載〔LEX/DB:25504230〕）。なお、認定

















法 208 条の 2 第 1 項後段（事件当時。現在の自動車運転致死傷行為処罰法 2
条 2 号）にいう「進行を制御することが困難な高速度」での走行にあたらない
と主張した。その主張をどう評価すべきなのだろうか。
























































は過失犯として取り扱う。例えば、岐阜地多治見支判平成 28 年 12 月 22 日　（判例




ないまま漫然時速約 50 キロメートルで進行し、折から進路前方でしゃがんでいた B
（当時 20 歳）に自車前部を衝突などとして転倒させ、よって、同人に脳挫傷の傷害
を負わせ、翌日午前 2 時 44 分ころ、病院において、同人を上記傷害により死亡させ
た行為につき、過失運転致死として被告人を禁錮 9 月に処した、という事案である。
4）　峰ひろみ「危険運転致死傷罪（アルコール影響型）における故意についての一考
察」法学会雑誌 50 巻 1 号（2009 年）114 頁。また、井上宏ほか「刑法の一部を改
正する法律の解説」法曹時報 54 巻 4 号（平成 14 年）33 頁以下。






















































7）　前田雅英『刑法総論講義〔第 6 版〕』（2015 年・東京大学出版会）209 ～ 210 頁。
8）　失火及び過失致死の事案に関する最判昭和 27 年 6 月 24 日（裁判集刑 65 号 321
頁）。
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22）　木村光江『刑法〔第 3 版〕』（2010 年・東京大学出版会）78 頁。




























岡高判昭和 45 年 5 月 16 日（判例時報 621 号 106 頁）。



















































25）　最決平成 17 年 7 月 4 日（刑集 59 巻 6 号 403 頁）。前田・前掲注⑺書 96 頁。木
村・前掲注書 52 頁参照。
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を無視する意思で進行する行為も、これに含まれる』」26）（最決平成 20 年 10 月









て負傷させたという「札幌信号無視事件」の事案（最決平成 18 年 3 月 14 日











































に当たるとされた事例」研修 697（2006 年）22 頁。









































































































が 20 キロメートルと定めている道路を、「漫然時速約 106 キロメートルの高
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42）　最三小判昭和 41 年 6 月 14 日（刑集 20 巻 5 号 449 頁）、最三小判昭和 41 年 12











り厳密に比較できる裁判例ではないが、類似する東京地判昭和 41 年 8 月 9 日














43）　昭和 43 年 7 月 16 日の最高裁第三小法廷判決（刑集 22 巻 7 号 813 頁）　西原・
前掲注⑹書 253 頁～ 255 頁参照。



















に尽くしたか否かという点も重視する必要がある（最判昭和 42 年 10 月 13 日

































45）　法務省「法務大臣閣議記者会見の概要」平成 25 年 4 月 12 日。
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案の中でも重い部類に属するといえる」という事情を、量刑事由としてどのよ
うに評価するか、という問題である。この点については、原判決後、被告人が
「自己名義の不動産に抵当権を設定するのと引き替えに、親族から 2500 万円
を借り入れて」、既に賠償したという諸事情なども量刑判断において考慮に入
れているが、そういった考慮が必要であることは否定であろう。
